Ⅰ　2015男女平等推進闘争について
Ⅰ　2015年度の「男女がともに担う自治労運動」の取り組み
１．男女平等の取り組みは、昨年度より通年闘争として取り組むことで、より一層職場に根差したものとなりつつあります。今年度は２年目の取り組みとして、通年闘争と明確に位置づけた効果を見定めるためにも重要な年となっています。今年度も春闘期から取り組みを開始し、「雇用主要求による男女平等の実現」、「地方・国への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備」、「労働組合の男女平等参画」という三本の柱の実現をめざします。引き続く６月期の「男女平等推進月間」には「男女平等推進闘争」を統一闘争として、組織をあげた取り組みとします。
２．2014年10月に世界経済フォーラムが発表した「ジェンダーギャップ指数ランキング」では、日本は142ヵ国中104位で、依然として主要先進国のなかで最下位となっています。報告書では、「政治参画」の分野では議員の少なさから129位、「経済参画」の分野では女性の労働参加率や管理職の少なさから102位となっています。さらに報告書では、職場における女性の成功や可能性が男性の60％に過ぎず（2006年は56％）、「同様のテンポで進んだ場合、比率が同じになるのは81年後」と指摘しています。そもそも政治・経済の２領域については、日本は一貫して低い水準で推移しており改善が見られません。経済の領域については、労働力の男女比、類似の労働における賃金の男女格差、管理的職業従事者の男女比などが算出項目となっていますが、男女の賃金格差や、約６割の女性が第一子出産後に就業継続を断念していること、女性管理職の少なさなど、女性の就労環境の厳しさがランキングに反映されている状態です。女性の活躍促進、就業力向上はＩＭＦやＯＥＣＤからも再三指摘されているところであり、均等法の強化や税・社会保障制度をライフスタイルに中立な制度に転換するなど、抜本的な改革が必要です。
　　安倍政権が掲げる「女性の活躍推進」では非正規雇用対策や格差と貧困対策、妊娠・出産・育児による不利益や差別の解消などが解決されないだけでなく、そもそも人権の視点が欠如しています。政策方針決定過程への女性の登用促進、雇用における男女平等の促進、仕事と生活の両立支援、男女平等の視点での制度慣行の見直し、女性の健康支援と性暴力への対策などの基本政策が国・地方とも積極的に講じられる必要があります。
３.（１）男女間格差の問題
2013年自治労賃金実態調査によると、一般行政職の所定内賃金における男女間格差は最も差の大きい40代前半で男性100に対し女性94.2と６ポイントの差があります。この主な要因は扶養手当等の受給者の多くが男性であるという実態があり、基本賃金の比較では性別による違いは目立ちません。しかしながら、昇進・昇格などの不平等により、到達級や管理職手当に男女差がみられます。2014年度の地方公務員管理職に占める女性の割合は、都道府県7.2％、政令指定都市11.8％、市（区）町村13.1％、にとどまっています。（内閣府調査）
　　（２）正規・非正規格差の問題
自治労が2012年度に行った「自治体臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件制度調査結果報告」によると、自治体職員の３人に１人が臨時・非常勤等職員であるという実態が明らかになっています。同報告によると時給1,000円未満が71.2％、800円台が最多層です。臨時・非常勤等職員の職種は、行政事務職のほか、保育士、学童指導員、学校給食調理員、看護師、各種相談員、図書館職員、公民館職員、学校教育など多岐にわたり、その多くの職員が恒常的業務に就いており、地方自治体は臨時・非常勤等職員の労働なくして一日たりとも回りません。自治体によっては勤務年数に上限があるため、本人が雇用の継続を求めているにもかかわらず、雇用の打ち切り（雇止め）が行われています。そして臨時・非常勤等職員には、パート労働法、労働契約法などが適用されないなど待遇や雇用について保護する制度が整備されておらず、民間労働法制と地方公務員制度の狭間で、いわゆる「法の谷間」におかれています。質の高い公共サービスを実現させていくためにも、自治体の臨時・非常勤等職員の処遇改善と雇用安定の実現が欠かせません。臨時・非常勤等職員の約８割は女性であり、学童指導員、図書館、学校給食、保育の現場で顕著な傾向で、「性別役割分業」に基づく女性差別が背景にあります。
2014年７月４日に、総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」が発出され、通勤費、時間外手当（報酬）の適正取り扱いや、空白期間、社会保険について言及し、処遇については一定程度評価できる内容となっています。今後はこの通知を活用した処遇改善の取り組みを進めるとともに、最大の課題である雇用の継続の取り組み強化をしていく必要があります。
正規職員にとって、臨時・非常勤等職員の置かれている現状や課題は、「身近な問題」として十分に捉えきれているとはいえません。同じ職場で働く仲間の課題として運動の前進をはかっていく必要があります。
　（３）ワーク・ライフ・バランスの実現
雇用における公正なワークルールの実現にむけた処遇格差の是正や、ポジティブアクションの取り組み、育児・介護で離職を余儀無くされないよう、男女ともに仕事と生活の両立を可能とする、より積極的な両立支援制度の整備や、社会環境の整備・拡充が求められています。
自治体の多くの職場では、所定労働時間が38時間45分となったものの、時間外労働は減ることなく、手当が支払われない不払い残業も深刻な問題です。
また、男性の育休取得についても、2013年時点では民間企業が2.03％、国家公務員で2.8％、地方公務員では1.5％と全体的に低い水準にとどまっており、男性のワーク・ライフ・バランスの実現も急務です。10年延長された次世代育成支援対策推進法の行動計画、子ども・子育て関連法を活用し、誰もが仕事と家庭生活を両立できるような職場環境の確立と年間総労働時間1800時間を目標とした取り組みをすすめます。
　（４）各種ハラスメントに対する取り組み
2014年５月の連合「第２回マタニティハラスメントに関する意識調査」の報告によると、「マタハラ」という言葉自体についての認知について63.2％（前年は20.5％）と進み、職場での問題共有も一定程度前進していると捉えていますが、26.3％がマタハラの被害の経験があると回答しています。さらに、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントを含めた様々なハラスメントについては、約５割の女性が「職場でなにかしらのハラスメントを受けたことがある」と回答している実態も明らかとなっています。
2014年７月から男女雇用機会均等法の改正施行規則が施行され、「職場におけるセクシュアル・ハラスメントには、同性に対するものも含まれる」、「セクシュアル・ハラスメントの発生の原因や背景には、性別役割分担意識に基づく言動もあると考えられ、こうした言動をなくしていくことがセクシュアル・ハラスメントの防止の効果を高める上で重要である」が指針に書き込まれました。引き続き、性差別禁止、誰もが働きやすい職場環境の実現にむけて、取り組みを進める必要があります。
４．男女平等のまちづくりの基礎となる男女平等（共同）参画条例制定状況をみると、都道府県・政令市においては千葉県を除くすべての自治体で条例が制定されていますが、市町村は努力義務とされており、市においては53.4％、町村は14.8％にとどまっています。計画については、都道府県・政令市ではすべての自治体で条例が制定されていますが、市においては96.6％、町村は50.2％という状況です。男女平等社会を実現していくために、すべての自治体で条例・計画を制定し、取り組みを進める必要があります。
　　
５．自治労組合員の女性比率は45.2％と緩やかな増加を続けています。女性役員の比率も31.0％（前回比0.6％増）と上昇傾向にあります。役員のうち、委員長、書記長等組合運営を主に担う役員についても数値が増加しているものの伸びはゆるやかです。すべての単組における女性役員比率を委員長、書記長の役職ごとにみると、委員長で15.3％（前回比1.8ポイント増）、書記長で19.5％（同2.6ポイント増）、自治体単組でみると委員長で3.5％から5.2％、書記長で5.1％から8.6％と増加傾向にあるものの、まだ男性が大多数を占めている状況です
　一方、県本部五役における女性役員比率については、自治労第４次計画の開始前（2010年11月）と比べて、女性五役０人の県本部は32県本部から27県本部に減少し、全国の五役に占める女性役員比率も6.3％から7.0％に上昇しました。委員長についても0人から２人に増加しています。しかし、専従役員に占める女性比率は5.5％から4.9％に減少し、県本部書記長も０人のままとなっています。
基本組織を担う女性役員を増やすには、組合経験を重ねる必要があります。研修等、人材育成の機会に多くの女性が参加していく必要があります。男女平等推進闘争を通じて、要求－交渉－妥結（書面化・協約化）の闘争の全ステージに女性が中心となって取り組み、交渉の経験を積むこと、また、研修の場に参加し、様々な学習の機会や全国の仲間との交流を通じて組合運営に参画していく自信を得ていく、そうした役員育成のステップにこれまで以上に女性が参加していくことが重要です。そのためにも、男女平等推進闘争に女性が中心となって取り組める組合環境、また研修の場に参加しやすい工夫について考えていくことが必要です。
　　Ⅱ　2015男女平等推進闘争の具体的取り組み
１．取り組みにあたって
　①　全県本部において県本部闘争委員会を立ち上げ、男女平等参画社会の実現にむけた取り組みについて、自治労全体で一層の推進をはかることを第一の目標とします。
　②　男女平等に関する課題は、自治労運動のすべてに関する重要なことがらです。そのことを常に意識し、通年の取り組みと位置付け、運動展開をはかります。
　③　今年度も、「雇用主要求による男女平等の実現」、「地方・国への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備」、「労働組合の男女平等参画」という３本の柱の実現にむけて取り組みを行います。
　④　春闘期から取り組みを開始し、６月に男女平等推進月間として、闘争の配置を提起します。
２．本部の取り組み
　①　自治労本部に闘争本部を２月９日に設置し、取り組みを推進します。闘争本部は以下のとおりとします。
　　　闘争本部長　　氏家　常雄（中央執行委員長）
　　　闘争副本部長　荒金　廣明（副執行委員長）、杣谷　尚彦（副執行委員長）
　　　　　　　　　　川本　淳（書記長）、森　伊織（書記次長）
　　　事務局長　　　澤田　陽子（副執行委員長）
　　　事務局次長　　鬼木　誠（組織対策局長）
　　　　　　　　　　中村　隼人（青年部長）、松澤　佳子（女性部長）
　　　闘争委員　　　全中央執行委員
　②　本部は、各県本部代表者（男女各１人）を対象とした「男女がともに担う自治労県本部委員会委員長・事務局長会議」を２月27日に開催し、全県本部の意思統一をはかります。また、２月13日～14日にかけて、「女性リーダーセミナー」を開催します。
　③　男女平等推進闘争と取り組み強化をはかるため、春闘期から本部役員による県本部オルグ、点検行動を実施します。
　④　統一闘争の前段に、政府、全国知事会、全国市長会、全国町村会に対する申し入れを実施します。申し入れにあたっては、2014年の回答を踏まえ、連合の政策・制度要求方針と歩調をあわせ、次の課題を重点的に申し入れます。
　　ア　雇用分野における性差別の禁止、賃金格差の是正、男女平等実現
　　イ　男女平等社会実現にむけ、男女共同参画社会基本法および「第３次男女共同参画基本計画」を着実に実行し、男女平等の視点に立った社会制度・慣行の見直しを推進する
　　ウ　人間らしい働き方を実現するために、男女が仕事と生活を調和できる環境を整備する
　　エ　すべての子どもの豊かな育ちと男女が協力しながら仕事と子育てを両立することができる社会の実現にむけ、子ども・子育て支援制度の着実な実施と検証および必要な見直しをして、子ども・子育てを社会全体で支える仕組みを構築する
　　オ　女性の生涯を通じた健康支援の強化のため、リプロダクティブヘルス/ライツ（性と生殖の健康・権利）を確立する
　　カ　人権を冒とくする性の商品化や暴力を許さない社会づくりを推進する
　⑤　全県本部における県本部闘争委員会の立ち上げを行い、県本部主催の学習会への講師派遣・紹介を行います。
　⑥　要求ガイドブック「レッツ・チャレンジ　男女平等の職場づくり」の活用を促すため、要求モデルの内容を解説します。
３．県本部の取り組み
（１）男女平等推進闘争の取り組み
全単組での交渉実施をめざし取り組みを進めます。なお、少なくとも2014年度取り組み実績を上回るよう取り組みを進めます。
①　闘争委員会を設置します。
ア　闘争委員長または事務局長職のうち１人以上の女性役員を配置し、一方の性が40％を下回らないように闘争委員会を設置します。
イ　女性役員が40％に満たない県本部については、臨時執行委員等を配置するなど、実情にあわせて女性を配置します。
ウ　設置に際しては既存の集会・会議を活用しながら立ち上げ集会の開催、教宣紙で周知するなど意義の徹底、機運の盛り上がりをはかります。
②　女性の課題やニーズについての意見を集約し、基本組織の運動に女性の意見を反映させるため女性部活動等を強化します。
③　男女平等推進闘争を提起する県本部の機関会議において、単組から男性役員と女性役員がともに会議に参加できるよう会議の持ち方を工夫します。
④　男女平等を推進するポテッカーを配布し、運動の盛り上げをはかります。また、各単組のこれまでの取り組みの成果と結果の共有化をはかる学習会などを開催します。
⑤　統一闘争期間の前段に、要求書モデルを活用し、都道府県、市長会、町村会に対する申入れを行います。
⑥　各単組の進捗状況を把握し、実態にあわせた指導・助言を行います。
（２）県本部「男女がともに担う自治労委員会」の全県本部への設置と活動強化
①　恒常的に「男女がともに担う自治労委員会」を設置し、労働組合活動への男女の参画、女性役員の登用、各種取り組みの活性化をはかります。
②　県本部は各単組における男女平等参画の取り組みと、単組における男女がともに担う委員会の設置について積極的に支援します。
③　県本部において女性役員養成・育成のための研修講座の開催をめざします。
④　大会・中央委員会における女性代議員・中央委員数が30％（本部要請）未満の県本部については、その原因の分析と対策を行うこととします。
⑤　本部で作成した自治労版ジェンダー監査の取り組みを進めます。
４．単組の取り組み
男女平等推進闘争により多くの組合員の参加を促すため、ポテッカーなどの掲示物やレッツ・チャレンジ等を活用し、身近な男女平等に関わる問題点を掘り起こします。また、少なくとも獲得目標７項目のうち、未解決問題については当局へ要求書を提出し、交渉し、問題の解決に取り組みます。
①　闘争委員会を設置します。
ア　闘争委員長または事務局長職のうち１人以上の女性役員を配置し、一方の性が40％を下回らないように闘争委員会を設置します。
イ　女性役員が40％に満たない単組については、臨時執行委員等を配置するなど、実情にあわせて女性を配置します。組合員の構成が極端に偏っている場合については、実情にあわせた対応をすることとします。
②　女性の課題やニーズについての意見を集約し、基本組織の運動に女性の意見を反映させるため女性部活動等を強化します。
③　男女平等を推進するポテッカー掲示や教宣紙、集会などを通じ、組合員に広く行動の周知を行います。
④　要求モデルを参考に要求書を作成します。職場オルグ等を実施し、ワーク・ライフ・バランスの観点から職場の課題を明らかにし、組合員の声を反映した要求作りを行います。
⑤　職場の臨時・非常勤等職員との意見交換会などを実施し、賃金・労働条件に関する課題を明らかにし、要求項目とします。また、非正規労働者、臨時・非常勤等職員の賃金、諸手当、休暇制度等を検証し、労働基準法や国家公務員非常勤職員の規定に照らし合わせ要求項目に盛り込みます。
⑥　男女共同参画社会基本法に基づく男女平等（参画）に関する条例、計画が未制定の自治体単組は策定にむけた交渉を進めます。
⑦　ワーク・ライフ・バランスの実現にむけ、改正次世代育成支援対策推進法の「都道府県・市町村行動計画」「特定（一般）事業主行動計画」について、労使の協議により行動計画の点検・評価を行い、新たな行動計画につなげます。また、行動計画の点検と着実な実施にむけて取り組みます。　
⑧　「市町村子ども・子育て支援事業計画」の点検と着実な実施のため定期的に労使で点検し実行できる体制整備をはかります。
⑨　改正男女雇用機会均等法における「同性間のセクシュアル・ハラスメント」、「固定的役割分担意識の払拭」について、これらを念頭に置いた取り組みがなされているか点検を行うとともに、周知・啓発がはかられるよう取り組みます。
【獲得目標７項目】
①　男女平等（共同）参画条例、行動計画が未策定の自治体については、策定にむけた交渉をすすめること。また、改正次世代育成支援対策推進法の「都道府県・市町村行動計画」・「特定（一般）事業主行動計画」について労使の協議により点検・評価を行い新たな行動計画につなげること。また新たな行動計画について、労使協議によりその点検と着実な実施にむけて取り組むこと。
②　職場の男女間格差を是正し、セクシュアル・ハラスメントをはじめとするあらゆるハラスメントのない安全で快適な職場を実現するために、その防止にむけて労使一体となった取り組みを実施すること。
③　ワーク・ライフ・バランス憲章を踏まえ、ワーク・ライフ・バランスの推進体制を確立するとともに、行動指針の具体化をはかること。
④　仕事と家庭の両立支援制度を拡充・促進すること。あわせて、男性の育児休業・介護休暇取得促進のための具体策を示すこと。
⑤　「市町村子ども・子育て支援事業計画」の着実な実施をはかること。また、各計画の進捗状況について把握するとともに、その結果に関する情報提供など必要な措置を講じること。
⑥　臨時・非常勤等職員の処遇改善をはかること。
⑦　単組の独自課題、積み残し課題の克服をはかること。
５．取り組み日程および戦術について
自治労は、上記の考え方に基づき、「要求－交渉－妥結（書面化・協約化）」にいたる一貫した運動を展開し、「男女平等推進闘争」にのぞみます。
　　県本部・単組は６月18日～６月25日を交渉ゾーン、統一行動日を６月26日（金）に設定し、29分時間内食い込み集会を配置しながら、当局に回答と文書確認を求めていきます。
　・要求書の提出　　　６月３日（水）
　・回答指定日　　　　６月18日（木）
　・交渉ゾーン　　　　６月18日（木）～25日（木）
　・統一交渉日　　　　６月25日（木）
　・統一行動日　　　　６月26日（金）
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